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１ 管理運営の基本方針 

(1) 施設の設置目的、機能 

市民に安全で快適な海釣りの場及び海上の憩いの場を提供することにより、市民の余暇

の活用及び健康の増進を図る。 
(2) 管理運営 

季節等による利用者数の変動等に伴う管理業務量の変動を考慮し、より効率的な組織・

体制での運営を心がけるとともに、運営コストを常に意識し、経費の縮減に努めること。

施設の運営管理については、特に本施設が海上施設であることを常に認識し、利用者の安

全性・利便性確保のために必要な人員を配置するとともに、釣りや魚に関する専門的な知

識・経験を有する人員を配置すること。 
(3) 施設の維持管理 

施設の機能を十分に発揮でき、利用者が安全かつ快適に利用できるよう適切に管理する

とともに、施設の美観的・機能的・経済的損失を最小限にとどめるよう点検・補修及び清

掃等を適切に行うこと。また、常日頃から衛生管理に努めるとともに各種法令等を遵守し、

適正な管理を心がけること。 
(4) その他救命胴衣等の維持管理 

その他救命胴衣等の管理は、その特徴を十分に把握し、年間計画をたて、適正な管理を

行うこと。 
(5) 利用者等の要望・苦情等への対応 

地域住民や利用者の要望・苦情等については、迅速かつ適切に処理するとともに、管理

運営に反映させること。また、その内容及び対応については、速やかに本市に報告するこ

と。これらの手順については、マニュアルとしてまとめておくこと。 
(6) 平等利用 

正当な理由がない限り市民が施設を利用することを拒んではならず、また、施設の利用

に当たって不当な差別的扱いをしてはならない。 
(7) 情報公開 

施設の管理運営を行うに当たって作成し、又は取得した文書等については、個人情報な

どあらかじめ非開示情報として定めているもの以外は、開示を求める者に対して、これを

開示すること。 
(8) モニタリング 

利用者等に対して施設の管理運営についてのアンケート調査を行うなど、施設に対する

ニーズ等の把握を行い、この結果については、速やかに本市に報告すること。 

(9) 市民サービスの向上 

市民サービスの向上につながる業務を創意工夫して行い、利用者の満足度を高めていく

こと。 

(10) 利用促進 

イベントの企画、講座の開催や各種大会の誘致活動やリーフレット等の作成など、施設

の利用促進につながるような活動を継続して実施するとともに、イベント募集、放流、釣

果状況等については、ホームページ等を活用した広報活動を通して利用者に必要な情報提

供に努めること。 
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＜参考＞ 
   年間のイベント 

・フィッシングスクール 

・こどもの日無料開放 

・親子釣り大会 

・夏休み子ども釣り大会 

・正月半額開放 

・春休み子ども釣り大会 

※フィッシングスクール、釣り大会についてはイベント保険に加入すること。 
(11) 漁業者団体や他施設等との連携 

漁業者団体や国民宿舎レインボー桜島などと連携をとり、施設の円滑な管理運営に努め

ること。 

 
２ 施設の概要 

(1) 鴨池海づり公園 

① 名  称  鹿児島市鴨池海づり公園 

② 所 在 地  鹿児島市与次郎二丁目９番１２号 

③ 設置時期  昭和６１年４月１２日 

④ 施設概要 

 ア 敷地面積  １，５６９．０４㎡ 

 イ 建物等概要  

  (ｱ) 管理棟  

    構 造 鉄筋コンクリート造 ２階建 

    延床面積 ２８６．７４㎡ 

    施設内容 １階 倉庫、機械室、昇降機、ポンプ室など 

         ２階 事務所、休憩室、便所、給湯器室、売店など 

  (ｲ) 釣り台  幅８．０ｍ、延長１５０．０ｍ 

  (ｳ) 連絡橋  幅２．８ｍ、延長１２５．０ｍ 

  (ｴ) 駐車場  駐車台数５９台（うち身障者用２台） 

 ウ 占用海域   連絡橋及び釣り台部海域並びに釣り台端から陸側へ２５ｍ、その他は

それぞれ釣り台端から５０ｍの線で囲む水域（鴨池海づり公園浮フロー

ト設置図参照） 

 エ 主な設備概要 鴨池海づり公園設備概要参照 

⑤ 施設の図面   施設図面参照 

 (2) 桜島海づり公園 

① 名  称  鹿児島市桜島海づり公園 

② 所 在 地  鹿児島市桜島横山町１７２２番地３ 

③ 設置時期  平成１７年４月２６日 

④ 施設概要 

 ア 敷地面積  １６０．６２㎡ 
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 イ 建物等概要 

  (ｱ) 管理棟  

    構 造 鉄筋コンクリート造 平屋 

    延床面積 ２８．００㎡ 

    施設内容 事務所、休憩室、倉庫、便所、給水、電気設備など 

  (ｲ) 釣り台  幅６．２０ｍ、延長５０．００ｍ 

  (ｳ) 連絡橋  幅３．００ｍ、延長７１．４５ｍ 

  (ｴ) 駐車場  なし。ただし、鹿児島市国民宿舎レインボー桜島付近の市が管理する

無料駐車場を使用することができる。 

 ウ 占用海域   連絡橋及び釣り台部海域並びに釣り台端から陸側へ最長約７５ｍ、そ

の他はそれぞれ釣り台端から５０ｍの線で囲む水域（桜島海づり公園浮

フロート設置図参照） 

エ 主な設備概要 桜島海づり公園設備概要参照 

⑤ 施設の図面   施設図面参照 
 

３ 利用時間等 

(1) 利用時間    ４月から９月までの期間    午前６時から午後７時まで 

        １０月             午前６時から午後６時まで 

        １１月から翌年の３月までの期間 午前７時から午後５時まで 

(2) 休園日   なし 

 (3) 利用時間及び休園日の変更 

   (1)及び(2)にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは利用時間を変更し、又

は臨時に休園日を設けることができる。 

(4) 利用の制限 

次に該当する者に対しては、利用を拒むことができる。 
① １２歳未満の者で、保護者の同伴又は引率者の引率がないもの。 
② １６歳未満の者で、午後５時以降、保護者の同伴又は引率者の引率がないもの。 
③ 釣りをする利用者が鴨池海づり公園にあっては２００人を、桜島海づり公園にあって

は４５人を超える場合に、釣りを目的として利用しようとするとき。 
④ 利用者が鴨池海づり公園にあっては４００人を、桜島海づり公園にあっては９０人を

超えたとき。 
⑤ その他市長が公園の管理上支障があると認めるとき。 

 
４ 業務の範囲及び留意事項 

(1) 管理運営に関する主な業務の範囲 

①  管理業務 

ア 基本的な管理運営業務 
(ｱ) 総括責任者として、施設長を１人配置し、各海づり公園に副施設長を配置する

こと。 
(ｲ) 船舶職員及び小型船舶操縦者法（昭和２６年法律第１４９号）に規定する２級
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以上の小型船舶操縦士を各海づり公園に常時１人以上配置する。また、鴨池海づ

り公園については、クレーン運転の業務に係る特別教育の受講修了者を常時１人

以上配置する。 
(ｳ) 労働関係法令を遵守するとともに、管理運営に支障がない勤務体制をとること。 

イ 職員への研修及び救助訓練の実施 
職員の能力向上のために必要な研修及び救助訓練（自動体外式除細動器の取扱い等

の講習受講を含む）を年１回以上行うこと。 
ウ 事業計画書の作成 

指定管理者が行う業務に関する事業計画書を毎年度作成し、年度が始まるまでに

本市に提出し、承認を得ること。 
エ 各種報告書の作成 
  この業務指針の「７ 報告書の作成」を参照すること。 
オ 第三者への委託 

清掃、警備といった個々の業務は第三者へ委託できるが、管理に係る業務を一括

して第三者へ委託することはできない。また、公の施設の管理のあり方を踏まえ、管

理の主たる業務を委託することは適当でない。 
また、第三者に委託する業務については、事前に本市に了承を得ることとし、契

約後は、常に実施状況を把握するとともに、必要に応じて指導するなど、責任を持っ

て管理すること。 
なお、第三者に業務を委託する場合は、地元業者を優先して選定するよう努める

こと。 
カ 危険防止等のための施設の利用禁止及び制限 
  鹿児島市海づり公園条例（以下「条例」という）第１０条の規定に基づき、条例第

９条及び鹿児島市海づり公園条例施行規則第８条に規定する禁止行為に違反した者に

対して、中止等の命令に関する業務を行うこと。 
キ 他都市からの行政視察及び見学者等への施設の説明 
ク 釣りの技術指導等に関する業務 

(ｱ) 利用者に対して、釣りに関する技術やマナーに関する指導を行い、施設の利用

促進に努めること。 
(ｲ) フグ、ゴンズイ、エイなど毒やトゲがある危険な魚などの取り扱いや救命胴衣

の着用の安全指導を行い事故の未然防止に努めること。 
ケ 各種物品、消耗品の購入 
コ 光熱水費等の支払などの経理事務 
サ 海底清掃業務 

釣り台周辺の海底清掃を年１回行い、魚礁の活性化による釣果促進を図ること。 
   シ 釣果向上対策 

     根付きの魚の放流等、釣果向上対策を実施すること。 
ス 本市が推進する事業に伴う業務等 

②  受付、案内、収納業務 

ア 施設利用の予約受付、案内業務 
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  各海づり公園の受付カウンターにおいて、受付及び案内業務を行う職員を、釣り台

においては釣り指導及び安全指導を行う職員を、開園の間それぞれ１人以上配置する

こと。 
イ 施設の使用料等の収納業務 
  条例に基づく使用料を受領したときは、速やかに本市の指定金融機関等に払込書に

より払い込むこと。 
ウ 減免申請の受付等 
  条例等に定める使用料の減免申請に係る受付及び事務処理等を適切に行うこと。 
エ 使用料の返還 

条例等に定める使用料の返還に係る事務処理等を適切に行うこと。 
  ③ 利用促進に関する業務 

   ア 広報に関する業務 

     広報誌やホームページでイベント等の周知を図ること。 

   イ 利用促進イベント等に関する業務 

(ｱ) イベントの企画及び実施 
 利用促進を図るため、釣りの楽しみを感じられるイベントを年１２回以上開催する

こと。 

  ④  その他 

ア 券売機の設置、レジスター等 
現在と同等以上の性能のものをリース等で準備すること。 
参考 現在の機種（券売機） 

鴨池海づり公園：芝浦自販機㈱ 型式ＫＢ－１７２ＮＮS５ 
桜島海づり公園：㈱Fujitaka  型式 FX－CX－４２ 

イ ヨット・モーターボート総合保険へ加入すること。 

(2) 施設の維持管理に関する主な業務の範囲 

① 施設の保守管理業務 

施設を適切に運営するために、日常的に施設の点検を行い、仕上げ材の浮き、ひび割

れ、はがれなどが発生しない状態を維持し、かつ美観を維持すること。 
また、施設を良好な状態で安全かつ安心して利用できるよう、日常的に建築物等の点

検を行い、台風や豪雨等の後においても異常がないか点検するなど、施設の良好な保

全に努めること。さらに、建築物等の不具合を発見した際には、速やかに、その改善

が図られるよう適切に対処すること。なお、日常的な建築物等の点検に当たっては、

本市の「施設点検シート」をもとに、施設の実情に合わせた点検内容とし、点検結果

については、対処状況を含め本市に報告すること。 
②  施設及び敷地内清掃 

施設の良好な衛生環境、美観の維持に心がけ、公共施設として快適な空間を保つため

に必要な清掃業務を実施すること。 

また、作業時は、通行者や壁等にほこり、清掃用水等を飛散させないよう十分注意

すること。 
ア 日常清掃 
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床面清掃、塵屑・ごみ処理、吸殻捨・灰皿清掃、壁面清掃、扉清掃、机・椅子

等清掃、便所・手洗場清掃、給湯室清掃、トイレットペーパー・石鹸補充、釣り

台清掃（マット含む）、連絡橋清掃（マット含む）、釣竿・救命胴衣洗浄等 
イ 定期清掃 

床洗浄ワックス塗布、壁・天井清掃、窓ガラス清掃、照明器具清掃、害虫等駆除 
※清掃作業実施回数基準表参照 

③  設備等の保守点検 

附属設備等の安全の確保及び適切な管理運営のために、次に掲げる保守点検等の必要

な処置を講じること。なお、保守点検結果のまとめについては、本市に報告すること。 
ア 附属設備（昇降機、救命艇、標識灯、浄化槽等）の法定点検及び初期性能、機能保

全のため、外観点検、機能点検、機器動作特性試験、整備業務等を行うこと。特に放

送設備、雷報知器、風速計については、毎日開園前に動作を確認すること。 
イ 救命浮環、救命ボート施設等救命設備や自動体外式除細動器について定期的に点

検し、常に非常時に対応ができるよう管理すること。 
ウ 故障等の発生や短期間のうちに故障が発生すると見込まれる場合は、速やかに対応

策を講じるとともに、その改善が図られるよう適切に対処すること。 
④ 駐車場管理 

敷地内にある駐車場の車両の監視を行うとともに、必要に応じて車両の誘導を適切

に行うこと。また、繁忙期には、車両誘導員の配置などの対策を講じること。 
⑤ 警備業務 

 施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用できる環境を確保し

た警備業務を実施するとともに、防火管理者を設置すること。 
ア 警備方法 機械警備 
イ 警備対象物件 海づり公園管理棟、連絡橋及び釣り台 
ウ 警備内容 

(ｱ) 契約対象物件に係る盗難その他の不良行為の予防若しくは早期発見と排除又はそ

の拡大防止 
(ｲ) 異常発生時の要員派遣、内容確認、警察への出動要請 
(ｳ) 火災の発見と通報 

エ 賠償責任保険への加入 
(3) 植栽等の維持管理に関する主な業務の範囲 

樹木管理（半月１回）、補植（適宜）、施肥等（適宜） 
(4) 自主提案事業 

自主提案事業（具体的に本市が指定する業務以外に希望、提案する業務）がある場合は、

事業計画書（様式１）にその内容を記載すること。また、自主提案事業の実施に要する経

費は、人件費を含めた総額を収支予算書（様式２）に記載すること。なお、この業務の対

価として、通常の使用料及び材料費等実費相当以外のものを利用者から徴収することはで

きないので注意すること。 
(5) 自主事業 

以下に該当する自主事業（自主提案事業以外に、一事業者として実施する収益事業）が
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ある場合は、事業計画書（様式１）にその内容を記載すること。また、自主事業の実施に

係る収入及び費用は、収支予算書（様式２）及び管理運営費明細書（様式３）には記載し

ないこと。 
①  施設の利用促進が図られること 

②  市民サービスの向上が見込まれること 

 

５ 職員の確保 

「４ 業務の範囲及び留意事項」を実施するために必要な業務執行体制・勤務ローテーシ

ョン・責任体制を確保するとともに、労働基準法等関係法令を遵守し、市民サービスの向上

と利用者の安全確保、効率的な施設運営を行うために適正な人数の職員を配置すること。 
 

６ 委託料の実績 

当該施設の管理運営に係る委託料の実績の平均額は以下のとおりである。 
（参考）令和４年度から令和６年度の委託料実績の平均額 ４５，３７６千円 

項目 内訳 実績（平均額）（千円） 
人件費  ２９，３９２ 
一般事務費 賃借料 ３３１ 

保険料 １７０ 
旅費 １４０ 
消耗品費(稚魚購入費含) ３，０１７ 
稚魚運送費・放流費 ４３７ 
印刷製本費 ７０ 
通信運搬費 ２５０ 
新聞図書費 １０ 

維持管理費 光熱水費 １，１２６ 
委託料 ２，５３８ 
修繕料 ９００ 

一般管理費  ５，８７９ 
自主提案事業  １，１１６ 

  ※ 上記の額は、本市が支払った委託料のうち消費税及び地方消費税に相当する額を除い

た額である。 

※ 上記の額は参考であり、提案に当たっては、指定期間内における人件費や事務費など

管理運営に必要な経費は全て見込むこと。 

※ 光熱水費（電気使用料）は、３か年の実績の平均額であり、今後の電気料金の高騰を

加味していない。 

※ 上記の額は、今後の物価高騰の影響を加味していない。 

 

７ 報告書の作成 

(1) 業務報告書 

 次の事項を記載した業務報告書を作成し、当月分を翌月の７日までに本市に提出するこ

と。 
① 管理運営の業務の実施状況等を記載した業務報告書 
② 施設ごとの利用件数、利用者数及び施設使用料 
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③ 施設ごとの減免受付件数、減免対象人数及び減免額 
④ 日毎に施設ごとに設備等の点検状況を記載した点検日誌 
⑤ その他特に報告を求めるもの 

(2) 収納事務報告書 

毎月の収納実績を受託収納実績報告書により翌月の７日までに本市に提出すること。 
(3) 事業報告書及び収支計算書 

 毎会計年度終了後、事業報告書及び収支計算書を６０日以内に本市に提出すること（役

員名簿を含む｡）。 
(4) その他の報告書の提出 

  以下の報告書を適宜本市に提出すること。 

  ① 管理業務の実施状況の確認及び利用者数の把握等のために必要とするもの 
② 釣果状況に関するもの 
③ 施設や設備の異常、事故の発生等に関するもの 

 
８ 管理運営費の精算 

毎会計年度終了後に提出する収支計算書において、本市の支払総額と指定管理者が管理運

営に要した費用の総額に差が生じた場合でも、差額は精算しないものとする。 
 

９ 施設等の修繕の費用負担 

１件につき５０万円（消費税及び地方消費税を含む。）以下の施設及び設備等（以下「施

設等」という。）の修繕については、年度協定書に定める委託料における修繕費（以下「修

繕費」という。）の範囲内において、指定管理者が行うものとする。ただし、修繕費の範囲

内では対応が困難な場合においては、本市と指定管理者が協議して対応するものとする。 
１件につき５０万円（消費税及び地方消費税を含む。）を超える施設等の修繕については、

本市が行うものとする。ただし、特別な事由があると本市が認めるときは、本市と指定管理

者が協議して対応するものとする。 
また、施設等の改造については、本市と指定管理者が協議して対応することとする。 
なお、上記にかかわらず、施設等の損傷が指定管理者の責めに帰すべき事由により生じた

ときは、指定管理者の負担とする。 
※ 上記１件あたりの修繕額は、現指定管理者との直近の協定書に記載された額であり、今

後、協議の結果次第で変更される可能性もあります。 

 

10 調査、監督 

本市が行う管理状況の把握のための調査、それに基づく是正措置に係る指示等については、

正当な理由なくこれを拒否することはできない。 
 

11 指定管理者に対する監査 

本市は、指定管理者が行う施設の管理に係る出納関連の事務について監査を行うことがで

きる。 
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12  物品の帰属等 

管理に必要な備品等の帰属については、本市と指定管理者で協議の上、定めるものとする。 
 

13 安全管理 

(1) 海づり公園が海上施設であることを常に認識し、事故の防止（特に海上への転落事故）

や防犯については、保安警備に万全を尽くすなど利用者が安心して利用できる環境を確保

すること。 

特に、利用者が海に転落するなど人命にかかる重大な事故が発生した場合は、全ての管

理作業に優先して救助作業に全力を尽くすこと。 

(2) 施設の利用者に救命胴衣の着用について指導を徹底すること。 

(3) 強風や雷等により利用者に危険が生じる恐れのある場合は、適切に避難誘導を行うこと。 
また、台風等により施設に損傷が生じる恐れのある場合は、事前に釣り台マット等設備

の被害防止対策を講じ、被害を最小限に抑えるよう努めること。 
(4) (1)～(3)の安全管理については、対応策や連絡体制等のマニュアルを作成すること。 

 
14 緊急時の対応 

(1) 予防段階 

事故や地震その他災害等緊急時の対策については、日頃から必要な訓練を行うとともに、

緊急時連絡者を指定し、マニュアル等に沿った利用者の適切な避難誘導や関係機関への連

絡ができる体制を整えること。 
(2) 被害等が発生又は発生するおそれがある段階 

台風や地震、事件、事故等により、施設や利用者への被害、管理運営への影響が予想さ

れるときは、被害等を防止、軽減するための必要な措置をとるとともに、被害等が発生し

た場合には、直ちに応急的な措置をとり、速やかに本市へ状況を報告すること。 
 

15 秘密保持義務 

個人情報が適切に保護されるように配慮するとともに、当該施設を管理運営するうえで知

ることのできた秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用してはならない。 
指定管理者でなくなった場合、又は従事者が職務を退いた場合も同様とする。 

 
16 損害賠償 

管理業務を実施中に故意又は過失により本市又は第三者に対して損害を与えたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 
この損害賠償を担保するため、賠償責任保険に加入していない法人等は、保険に加入しな

ければならない。 
 

17 法令等の遵守 

管理に当たっては、法令等に基づき実施しなければならない。 
＜主な関係法令＞ 
(1) 地方自治法 
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(2) 労働基準法、労働組合法、労働関係調整法 

(3) 個人情報の保護に関する法律 

(4) 鹿児島市海づり公園条例 

(5) 鹿児島市海づり公園施行規則 

(6) 鹿児島市会計規則 

(7) 鹿児島市行政手続条例 

(8) 船舶職員及び小型船舶操縦者法 

(9) 労働安全衛生法 

(10)クレーン等安全規則 

※ 法令に定めのない事項について疑義が生じた場合の措置については、その都度本市と協

議して決定するものとする。 

 
18 基本協定の締結 

指定書の交付後、管理の基準、業務の範囲など条例で定める事項のほか、業務執行上必要

となる事項を両者で協議し、概ね次の事項について基本協定を締結する。基本協定の締結期

間は、指定期間とする。 

(1) 指定管理者に管理させる施設、管理業務等の内容 

(2) 協定期間、委託料の上限額、支払方法 

(3) 施設等の原形変更の承認、原状回復 

(4) 報告書の作成、提出 

(5) 文書の保存等、管理業務の引継 

(6) 調査、監督等 

(7) 指定の取消し、管理業務の停止 

(8) 管理業務の全部委託の禁止等、第三者委託の取扱い、権利義務の譲渡等の禁止 

(9) 損害賠償、非常時の対応 

(10) 守秘義務、個人情報の保護、情報の公開 

(11) その他、施設の規模、設置目的、費用の区分により必要な事項 

また、上記基本協定のほか、各年度に支払う委託料の額、支払方法等について、年度協定

を締結する。年度協定の締結期間は、毎会計年度とする。 

 

 


